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ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充等を求める意見書

｢国内最大の感染症｣ と言われているB 型 ･ C 型肝炎ウイルスの持続感染者は、
B 型が 1 1 0 万人から 1 4 0 万人、 C 型が 1 9 0 万人から 2 3 0 万人存在すると推

定されている。感染者の一部は、 ウイルス性肝炎の持続により肝硬変 ･肝がんへと

進行し、 毎年4 万人を超える方が亡くなられている。 国の責任による感染者の増加

と疾患の重篤性を勘案すると、ウイルス性肝炎 ･肝硬変 ･肝がん患者に対する支援

は、 喫緊の国家的課題である。
しかし、現在のB 型 ･ C 型肝炎ウイルス持続感染者に対する医療費助成は、根治

を目的とする一定の抗ウイルス療法に限定されており、高額の医療費を負担してい

るウイルス性肝硬変 ･肝がん患者に対する医療費助成制度は存在しない。そのため、
重度の病態により就労困難な肝硬変 ･肝がん患者の多くは、 経済的に苦しい中で高

額の医療費を負担せざるを得ず、生活に困難を来している。
また、 ウイルス性肝硬変 ･肝がんによる肝臓機能障害は、 身体障害者福祉法上の

障害認定の対象とされているが、その認定基準は極めて厳しく、重篤状態にならな

ければ認定されないため、患者に対する生活支援の実効性を発揮していない。
よって、杉並区議会は、 国会及び政府に対し、 下記事項に早急に取り組まれるよ

う強く要望する。

記

1 ウイルス性肝硬変 ･肝がんに係る医療費助成制度を創設すること。

2 身体障害者福祉法上の肝疾患に係る障害認定の基準を緩和し、患者の実態に応

じた障害者認定制度にすること。

以上、地方自治法第 9 9条の規定により意見書を提出する。
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